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地域医療構想策定ガイドライン（平成２７年３月）における 

医療需要及び必要病床数の推計について 
 

三重県健康福祉部医療対策局 
 
１ 平成３７年（２０２５年）の医療需要の推計 

（１）高度急性期・急性期・回復期  （Ｐ１２〜１６） 

○ ＮＤＢレセプトデータ及びＤＰＣデータの分析 

◇高度急性期入院患者 
医療資源投入量３，０００点〜 

◇急性期入院患者 
医療資源投入量６００点〜３，０００点 

◇回復期入院患者 
医療資源投入量１７５点〜６００点＋回復期リハビリテーション病棟

入院料を算定した患者（一般病床だけではなく療養病床も含む） 
 
医療資源投入量＝患者の１日当たりの診療報酬の出来高点数の合計から入院 

基本料相当分・リハビリテーション料の一部を除いたもの 
 
○ 医療需要の推計 

・平成２５年度（２０１３年度）の性・年齢階級別の入院受療率 

平成２５年度（２０１３年度）のＮＤＢレセプトデータ及びＤＰＣデータに

基づき、性・年齢階級別（５歳刻み）の年間入院患者延べ数（人）を３６５（日）

で除して１日当たり入院患者延べ数を求め、これを性・年齢階級別の人口で除

して入院受療率とする。 
（高度急性期、急性期、回復期ごとに算定） 

 
・平成３７年（２０２５年）の性・年齢階級別推計人口 

国立社会保障・人口問題研究所 
『日本の地域別将来推計人口（平成２５年（２０１３年）３月中位推計）』 
を用いる。 

 
・平成３７年（２０２５年）の医療需要（人／日） 

 

・平成２５年度（２０１３年度）の性・年齢階級別の入院受療率 
× 

・平成３７年（２０２５年）の性・年齢階級別推計人口 

（高度急性期、急性期、回復期ごとに算定） 
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（２）慢性期・在宅医療等  （P１６〜２１） 
① 一般病床の障害者数・難病患者数 

一般病床の障害者数・難病患者数（障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟

入院基本料及び特殊疾患入院医療管理料を算定している患者数）については、

慢性期の医療需要として推計する。 
 
② 療養病床の入院患者数 

療養病床の入院患者数のうち、医療区分 1の患者数の７０％を在宅医療等で
対応する患者数として推計する。 
また、その他の入院患者数については、入院受療率の地域差を解消していく

ことで、慢性期及び在宅医療等の医療需要としてそれぞれを推計する。 
 

入院受療率の地域差の解消 
・Ａパターン 
入院受療率を全国最小値（県単位で比較した場合の値。（以下「県単位」

という。））にまで低下させる。 
・Ｂパターン 
入院受療率について、全国最小値（県単位）との差を一定割合解消さ

せることとするが、全国最大値（県単位）が全国中央値（県単位）にま

で低下する割合を用いる。 

 
③ 一般病床の入院患者数のうち医療資源投入量１７５点未満の患者数 

一般病床の入院患者数（回復期リハビリテーション病棟入院料を算定した患

者数を除く。）のうち医療資源投入量が１７５点未満の患者数については、在

宅医療等で対応する患者数の医療需要として推計する。 
 
④ 在宅患者訪問診療料を算定している患者数 

平成２５年（２０１３年）に在宅患者訪問診療料を算定している患者数の

性・年齢階級別の割合を算出し、これに平成３７年（２０２５年）における性・

年齢階級別推計人口を乗ずることによって、在宅医療等の医療需要として推計

する。 
 
⑤ 介護老人保健施設の施設サービス受給者数 

平成２５年（２０１３年）の介護老人保健施設の施設サービス受給者数の

性・年齢階級別の割合を算出し、これに平成３７年（２０２５年）における性・

年齢階級別推計人口を乗ずることによって、在宅医療等の医療需要として推計

する。 
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２ 医療需要に対する医療供給を踏まえた必要病床数の推計  （Ｐ２１〜２３） 

① 患者住所地に基づき推計した医療需要 

（当該構想区域に居住する患者の医療需要） 
 
② 現在の医療提供体制が変わらないと仮定した推定供給数 

（他の構想区域に所在する医療機関により供給される量を増減したもの） 
 
都道府県間の①と②の乖離が大きい場合や都道府県間の医療提供体制の分担

が課題になっている場合には、関係する都道府県との間で供給数の増減を調整す

る必要がある。 

少なくとも、平成３７年（２０２５年）の医療需要に対する増減のいずれかが

おおむね２０％又は１，０００人を超える場合は、調整のための協議を行うこと

とする。 

 

③ 将来のあるべき医療提供体制を踏まえた推定供給数 

都道府県は、関係する都道府県や都道府県内の医療関係者との間で供給数の増

減を調整し、将来のあるべき医療提供体制を踏まえた推定供給数（③）を確定す

ることとする。 

 

④ 平成３７年（２０２５年）の必要病床数 

将来のあるべき医療提供体制を踏まえた推定供給数（③）を病床稼働率で除し

て得た数を、平成３７年（２０２５年）の必要病床数（④）とする。 

病床稼働率は、高度急性期７５％、急性期７８％、回復期９０％、慢性期９２％

とする。 

 

 
（イメージ） 

 

①患者住所地に基
づき推計した医療
需要 
（人／日） 

②現在の医療提供
体制が変わらない
と仮定した推定供
給数  （人／日） 

③将来のあるべき
医療提供体制を踏
まえた推定供給数 
（人／日） 

病床
稼働
率 

④必要病床数 
 
 
（床） 

高度急性期    0.75  

急性期    0.78  

回復期    0.90  

慢性期    0.92  

在宅医療等      

計      

 


